予算要求資料
平成29年度当初予算　支出科目　款：衛生費　項：公衆衛生費　目：生活衛生指導費　　　
	事業名　新　犬猫譲渡ボランティア不妊去勢手術費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　健康福祉部　生活衛生課　乳肉・動物指導係　電話番号：058-272-1111（内2584 ）

E-mail：c11222@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　   　　　　 　1,500千円（前年度予算額：　0千円）

＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,500

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　平成２７年度に岐阜市を除く岐阜県内の保健所に収容された犬猫は２，３４８頭で、そのうち８９１頭が新たな飼主に譲渡されている(譲渡率３８％)。
　　　譲渡された８９１頭のうち保健所及び動物愛護センターから譲渡された犬猫が３９３頭（４４％）、保健所からボランティアに譲渡された頭数は４９８頭（５６％）であった。このように保健所が譲渡した犬猫の半数以上をボランティア譲渡が占めている。
ボランティア譲渡：「岐阜県保健所等犬及び猫の譲渡要領」による犬猫の新たな飼主を探すことを目的とする人(個人)への譲渡のこと。

譲渡を受ける人はあらかじめ保健所への登録が必要。
　　　保健所から犬猫を譲渡する際、不妊去勢手術を施した犬猫を譲渡することは不要な犬猫の繁殖を抑え、保健所における犬猫の収容・殺処分を低減させ、結果的に「殺処分ゼロ」に資する方法のひとつと考えられる。
譲渡ボランティアは保健所から譲り受けた犬猫のほとんどに不妊去勢手術や疾病予防ワクチン接種等の医療措置を施したのち、新たな飼主に譲渡しているが、その費用を全額新たな飼主へ請求することはできず、また寄付等の活動費も潤沢であるとは言えない状況から、費用の一部または全部をボランティアが負担している。
　　　現在、動物愛護センターからの譲渡に際してはすでに不妊去勢手術を実施している。本来は保健所からの譲渡犬猫に対しても実施すべきであるが、施設や人員不足により実施は困難であり、その一部を譲渡ボランティアが担っているのが現状である。

　　　そこで譲渡ボランティアが保健所から譲渡を受けた犬猫に実施した不妊去勢手術に対して一定の補助を行う費用を要求するものである。
（２）事業内容

保健所に収容された犬猫を譲り受け、新たな飼主を探して譲渡するボランティアが、保健所から譲渡された犬猫に不妊去勢手術を施す費用の一部を補助する。
（３）県負担・補助率の考え方
動物の愛護及び管理に関する法律に規定されている県の責務を実施するため、県負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	1,500
	不妊去勢手術費用補助金

	合計
	1,500
	


	　決定額の考え方　

　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　動物の愛護及び管理に関する法律に基づき策定した「岐阜県動物愛護管理推進計画」の中で、収容動物の適正譲渡の推進を位置づけている。
（２）国・他県の状況

　　　他県においても、狂犬病予防法、動物の愛護及び管理に関する法律に基づいて犬猫の収容業務を行っており、各県ごと譲渡事業を推進している。
県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	犬猫譲渡ボランティア不妊去勢手術費補助金

	補助事業者（団体）
	県内譲渡ボランティア

	補助事業の概要
	（目的）犬猫の不妊去勢手術を推進し、不要な犬猫の繁殖を抑制することにより保健所における犬猫の収容数の削減及び殺処分率の低減を進め、「殺処分ゼロ」を目指すもの。
（内容）保健所から犬猫の譲渡を受けたボランティアが新たな飼い主に譲渡するまでに実施した不妊去勢手術費用を補助する。

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
　保健所から譲渡を受けた犬猫の不妊去勢手術1頭につき5千円　　　

	補助効果
	 保健所から譲渡を受けた犬猫を新たな飼い主へ譲渡するボランティア活動を活性化させ、「殺処分ゼロへの一助」となる。

	終期の設定
	終期31年度

（理由）達成状況や社会情勢等を踏まえ検討


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

　保健所における犬猫の引取頭数を平成３５年度までに平成１６年度（平成１６年引取頭数６,１１２頭）比で７５％削減、犬猫の殺処分率３５％以下とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H27年度末)
	目標
(H29年度末)
	目標

(終期)

	1 犬及び猫の引取頭数の７５％削減
（平成１６年度6,112頭）
	2,822頭
	2,434頭
	1,528頭

	2 犬猫及び猫の殺処分率３５％以下
	５１％
	４８％
	３５％


	
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)

千円
	(要求額)

1,500千円

	指標①目標
	
	
	
	
	2,434頭

	指標①実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)

2,434頭

	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
100％

	指標②目標
	
	
	
	
	48％

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)

48％

	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
100％


（前年度の成果）

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	動物愛護思想の普及啓発及び不用な犬猫の繁殖抑制対策を行うことにより、人と動物が共生する社会へとつながるため、事業の必要性が高いといえます。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
	


（事業の見直し検討）

	 　


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）


